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研究成果の概要：サービス原価企画をも考慮した調査・分析フレームにもとづいて、わが国
全上場第３次産業企業を対象とした「わが国サービス企業におけるコストマネジメント実務の
アンケート調査」を行い、（１）高業績事業者ほどより高いコスト意識を持ち、標準原価・予算
原価・目標原価の利用を含むより厳密なコストマネジメントを行っている、（２）それらの企業
では、サービス設計・開発段階（改良および改善も含む）における源流管理を、より綿密に行
っている、といった点を明らかにした。 
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経営学・会計学 
キーワード：管理会計、原価計算、原価管理、原価企画、サービス、戦略的コストマネジメン
ト、サービス・マネジメント、SSME 
 
 
１．研究開始当初の背景 
現代の管理会計論では、「サービス組織に
おいて適切な原価計算・原価管理は、ABC・
ABM である」というある種のコンセンサスが
形成されている。しかし、サービス組織に適
切な原価管理についての議論のほぼ全てが、
サービスが実際に生産・販売される段階（以
下、オペレーション段階）に限定した議論に
終始してしまっていた。 
 サービス組織の原価管理論が局所的に議
論されているという現状は、サービス経済化
が進む現代の経営環境において大きな課題
である。 
この問題意識のもと、岡田[2005a]、岡田
[2005b]、岡田[2006]は、（１）経営学におけ
るサービス研究の中心的領域であるサービ
ス・マーケティングやサービス・マネジメン
トと呼ばれる研究分野（以下、サービス・マ
ネジメント論）では、源流管理的思考は品質
の平準化と生産性の向上を主眼に研究が蓄
積されてきたこと、（２）サービス・マネジ
メント論における源流管理的思考は、ドイツ
における生産論派のサービス研究者である
Corsten 教授によって、サービス組織の原価
企画論へと発展しつつあること、（３）
Corsten 学説の課題として、サービス原価企
画では顧客の活動の作り込みが重要なテー
マとなろうこと、等を明らかにした。 
さらに岡田[2007]は、サービス原価企画の
最重要課題は「人の頭の中にある革新的なア
イデアをサービス提供システムとして形に
する過程において、生産性と品質のトレー
ド・オフ問題に対処しながら収益性の最適解
を導くこと」であると定義し、サービス・イ
ノベーションが生じる確率を高めるための
管理会計理論としてサービス原価企画を位
置づけた。そして、サービス原価企画は、（１）
サービス・コンセプト創出段階における目標
原価計算、（２）顧客ライフサイクル・コス
ト企画活動、（３）サービス提供原価企画活
動、という３つのパートから構成されるであ
ろうことを演繹的に導き出した。 
 以上のように、サービスの原価企画活動を
も考慮した、サービス組織において真にある
べき原価管理方法論の理論的研究は蓄積さ
れはじめたが、一方で、その実態は明らかに
なっていない。 
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２．研究の目的 
本研究は、わが国の第 3次産業に分類され
る組織（サービス組織）が行っている原価管
理の実態を明らかにし、ベスト・プラクティ
スを発見することを目的としている。 
具体的には、（１）わが国サービス組織に
おいて一般的な原価管理実務はどのような
ものであるのか？、（２）産業・業種や生産
システムのタイプによって、原価管理実務に
違いはあるのか？、（３）優れた業績のサー
ビス組織では、一般的な原価管理実務とは異
なる革新的な原価管理を行っているのか？、
（４）もし優れた業績のサービス組織がなん
らかの革新的原価管理実務を行っていると
するならば、当該実務に産業・業種や生産シ
ステムのタイプの相違を超えた普遍性は存
在するのか？、という４つの疑問を、サービ
ス開発段階における原価管理についても考
慮した、大量サンプルのアンケート調査をも
とにした実証的研究によって解明したい。 
なお、先行研究でも、わが国サービス組織
の原価計算・原価管理に注目した実態調査は
存在する。その代表的なものとして、過去２
度にわたって実施されている日本大学商学
部会計学研究所の実態調査研究（以下、日大
調査）をあげることができる。 
本研究と日大調査の大きな相違点は、（１）
原価計算ではなく、原価管理に焦点をあてて
いる、（２）オペレーション段階のみでなく、
サービス開発段階をも考慮している、（３）
東証１部上場企業だけでなく、上場企業全体
を含む大量サンプル調査を企図している、と
いう３点にある。 
 本研究がわが国サービス組織の原価管理
実務に焦点をあて、サービス開発段階をも考
慮するということは、わが国サービス分野の
生産性向上に資する研究成果を出すことを
も意図していることを意味する。 
現在わが国では、経済のサービス化および
少子化に伴う労働人口の減少といった諸制
約の中で、いかに経済発展を持続していくか
についての議論が数多くなされている。特に、
安倍政権の経済政策の一環として、経済産業
省を中心にサービス生産性向上のために「サ
ービス産業生産性協議会」を 2007 年 5 月 10
日に発足させたことは注目に値する。 
管理会計論の立場からわが国サービス生
産性向上運動に貢献するには、まず原価管理
実務の現状把握が第一歩である。 
つまり、前述した「サービス開発段階の原
価管理についても明らかにする」という学術
的な側面からの新奇性の高い貢献だけでな
く、わが国経済が今後も発展を持続していく
ために何が必要かを考えるための１つの資
料としての貢献をも意図している点が、本研
究の１つの大きな特徴であるといえる。そし
て、上場サービス企業全体を含む大量サンプ
ルのアンケート調査を行い、この調査をふま
えて上述した４つの疑問を解明することで、
管理会計論自体を発展させる発見物が得ら
れる機会が与えられるとともに、管理会計論
の立場からわが国サービス組織の生産性向
上のために提言できる機会が得られると私
は考えている。 
 
３．研究の方法 
 私は今まで、管理会計論、サービス・マネ
ジメント論、ドイツ生産論派のサービス研究、
という３研究分野を対象とした文献史的研
究から、サービス組織の原価管理の議論がど
のような史的展開を経て現在に到っている
のかを明らかにしてきた。加えて、現時点で
未開のフロンティアであるサービス原価企
画についても私見を論じてきた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
しかしながら、アンケートの質問票作成の
前にやるべきことが少なくとも２点残され
ている。（１）ABC・ABM がサービス組織一般
に適切であるとされた理由の解明、（２）イ
ンタビュー形式の基礎調査、である。 
先行研究を基礎とした理論的考察は、オペ
レーション段階の原価管理の領域でいまだ
不十分な部分がある。サービス・マネジメン
ト論では 1970 年代からサービスの本質は活
動であると主張され、一部のサービス組織で
は ABC が学界に登場する 1988 年以前から活
動を重視した原価計算を行っていた事実が
明らかとなっている。それにもかかわらず、
製造業の間接費領域を念頭に置いた ABC・ABM
が登場するまで、サービス組織の原価計算・
原価管理の議論は停滞していた。そして、
ABC・ABM の登場をきっかけとして、サービス
組織の原価計算・原価管理の議論は急増し、
「サービス組織において適切な原価計算・原
価管理は、ABC・ABM である」という考え方に
向かった。 
しかし、「サービス組織において適切な原
価計算・原価管理は、ABC・ABM である」とい
う合意が形成された理由は、従来の研究では
必ずしも明らかになっていないのである。 
この理由を明らかにしておくことで、より忠
実にオペレーション段階の原価管理の実態
を描写することが可能な質問票の作成を行
えると思われる。 
そのため、本研究ではまず、ABC・ABM がサ
ービス組織一般に適切とされた理由を解明
することを出発点としたい。 
わが国サービス組織における原価管理の
ベスト・プラクティスをアンケート調査から
抽出するための前提として、以上の理論的研
究およびインタビュー形式の基礎調査を平
成 19 年度に行った。そしてそれらをもとに
質問票を確定し、平成 20 年度にわが国全上
場第 3次産業企業に対し「わが国サービス企
業におけるコストマネジメント実務のアン
ケート調査」を行った。 
 
４．研究成果 
平成19年度は、まず、わが国サービス組織
における原価管理のベスト・プラクティスを
アンケート調査から抽出するための前提と
して、この分野の理論的研究を論文として整
理した。その成果は、学会・研究会における
研究発表、および岡田[2008]や岡田・荒井
[2009]として、積極的に外部公表することが
できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成20年度は、それらをもとに質問票を確
定し、2008年8月と10月の2回、わが国全上場
第3次産業企業に対し「わが国サービス企業
におけるコストマネジメント実務のアンケ
ート調査」を行った。同調査は、送付先数2044
社、回答総数139社、回収率6.8％であった。 
その最も大きな発見物は、（１）高業績事
業者ほどより高いコスト意識を持ち、標準原
価・予算原価・目標原価の利用を含むより厳
密なコストマネジメントを行っている、（２
）それらの企業では、サービス設計・開発段
階（改良および改善も含む）における源流管
理を、より綿密に行っている、という2点で
ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今後は、上に代表される調査結果をもとに
実証的研究の論文発表・学会報告を精力的に
行い、近年急務となっているわが国のサービ
ス生産性向上に貢献したい。 
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